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研究成果の概要（和文）：ここ四半世紀のこの国の教育改革は、〈一元的操作モデル〉にもとづく教育政策に彩
られてきた。本研究では、圧倒的なこのパラダイムを相対化するオルタナティブとして〈多元的生成モデル〉を
設定した。まず、教育の現状分析を充実させるために、全国公立小学校校長・教員調査をWeb方式で実施した。
校種を超えて、この期間、教員の多忙化がさらに深刻化してきたことが明らかになった。教育政策をめぐる国の
議論と実施過程は、依然として〈一元的操作モデル〉によって支配されている。しかし、他方で、公教育のさま
ざまな領域において、〈多元的生成モデル〉にもとづく実践が有意義かつ持続可能な形で試みられていることが
明らかになった。

研究成果の概要（英文）：For a quarter of a century, educational reform in this country has been 
characterized by educational policies based on the "unitary operating model". In this study, we set 
up the "pluralistic generative model" as an alternative to relativize this overwhelming paradigm. 
First, in order to enhance our analysis of the current state of education, we conducted a web-based 
survey of public elementary school principals and teachers throughout Japan. Across school stages, 
it became clear that teachers have become even busier during this period. The national discussion 
and implementation process of education policy is still dominated by the "unitary operation model. 
On the other hand, it became clear that in various areas of public education, practices based on the
 "pluralistic generative model" are being attempted in a meaningful and sustainable manner.

研究分野：教育社会学
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究の意義は、以下の４つに要約できる。第一に、現在の教育改革の限界を〈一元的操作モデル〉というパラ
ダイムとして集約し、個別科学による弥縫策の限界を明確にすることができた。第二に、単純な現状批判に終わ
るのではなく、「人間と社会の限界性」を軸にした〈多元的生成モデル〉というもうひとつの物語を教育現場の
実践からつむぐことができた。第三に、小・中・高校の３校種の２時点間校長・教員調査データの収集を完了さ
せ、現場の声にもとづいて教育改革の実態と構造変化を描き出した。第四に、国民国家／資本主義／近代の構造
を等閑視した教育政策研究の限界を見極め、アナキックな問い直しに可能性の萌芽を発見することができた。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 

 わが国の教育と社会は重大な岐路に立たされている。とりわけこの四半世紀のデフレ経済は、
小さな政府を是とする緊縮財政と低成長のもと、人々の不安を煽りつつ希望を劣化させてきた。
分断された社会の中で個人化／他者化が促され、教育が経済・政治の道具と化している。本研究
では、教育改革をめぐる困難さを以下の４つの趨勢が突き付ける構造的難題として捉える。 

第一に、新自由主義である。マネー資本主義とデフレ経済を容認し、他の「先進国」に例を見
ない実質賃金の低下と雇用の不安定化・非正規化をもたらし、社会の分断と「失敗」の自己責任
化を促してきた。 

第二に、新保守主義である。国民国家が、自発的に貢献する国民を飼い馴らし、自国中心主義
を強化してきた。新保守主義は、個人＝住民によって統制されるべき国家が自発的に貢献する国
民を馴化・形成するためのイデオロギーとして作用する。 

第三に、官僚主義（形式主義）の無意識化された浸透である。こうした全面的官僚主義（D.グ
レーバー）は、目標の一元的設定を制度化させ、教員の多忙化を通して対話的関係を劣化させて
きた。内発的・自律的な学校改革や教職の専門職的自律性が阻害されている。 

第四に、功利主義である。計算可能な「メリット」を基準に個人が物象化され、能力主義がこ
れを正統化する。M.ヤングが社会科学小説の中で未来のディストピアとして描いたメリトクラ
シーは個体能力論と内面統制を通して受容されていく。 

これら４つの趨勢は、教育研究から根源的・学術的な問いの機会を奪い、教育実践から臨床的
問い直しの機会を奪う。斉一的な社会変化を前提とした教育改革それ自体の意味を問うことも
なく、実践者や子どもたちは測定される客体と化す傾向にある。断片化された教育研究は、無自
覚にもその一端を担うことさえある。これらの傾向は、教育や学びを通して社会を変えていくと
いうベクトルやオルタナティブな社会像・学校像を見失わせていく。研究開始当初の問題意識と
社会的・歴史的背景は以上のように整理できる。 

 

２．研究の目的 

 本研究は、１．の背景をふまえて企画されたものである。近代とともに普及しデフレ期に著し
く強化された教育改革の動向を〈一元的操作モデル〉として概念化した。教育をめぐるイデオロ
ギー対立を踏み抜き、新たな可能性を模索するために、〈多元的生成モデル〉をもうひとつのあ
り方として設定し、教育現場のエンパワメントを促し支えていくための教育政策・教育実践のあ
り方を学術研究の視点から模索することを目的としている。ここで言う〈多元的生成モデル〉と
は、〈一元的操作モデル〉のように制度的に上位に位置づけられた機関や担い手が目標（構想）
を決定し、子どもたちに最も近い場における対話的関係を尊重する点に特長を有する。より具体
的には、「人間と社会の限界性」を唯一の参照点としつつ、相互的主体変容（権力関係を相対化
した「弱さを抱える主体」としての学び合いを通して相互的に変容していくこと）が作動するこ
とで、「臨床の次元」「エンパワメントの次元」「生成の次元」の３つのプロセスが作用し始める。
場そのものがよりゆたかになることを通して、結果として教育が社会を変えていくというモデ
ル（理念型）である。本研究は、これらのうち、とくに「生成の次元」の制度変革に向けた可能
性を模索することを主な目的としている。 

 

３．研究の方法 

 主に、以下の４つの方法を通して、〈多元的生成モデル〉にもとづく教育政策をいかにして再
構築していくかを考究するものである。 
第一に、〈多元的生成モデル〉の対抗軸としての〈一元的操作モデル〉がどのように教育と社

会の現実を支配しているかを中心に、これまでの教育政策の特徴と限界について考究する。とく
に「縮小期」の教育政策に影響を及ぼした審議会資料を読み込みながら、そこに浸透している〈一
元的操作モデル〉の特徴を析出する。 
第二に、これまで２時点にわたって中学校（2002 年と 2017 年）と高校（2004 年と 2015 年）

について実施した調査の枠組に準じて、全国公立小学校校長・教員調査を実施する。これらを通
して、当事者に近いレベルでの教育政策の実態把握にもとづく議論が可能になる。量的分析のみ
ならず、とくに自由記述欄に記載された内容を丁寧に読み解くことを通して、現在の教育政策の
諸課題を浮き彫りにする。 
第三に、〈多元的生成モデル〉の内実をより確かなものにするために、公教育にかかわって幅

広い場でなされている（なされてきた）日常的な実践についての質的研究（フィールドワーク）
を実施する。一条校と言われる校種に限定するのではなく、公教育を広く捉え直し、さまざまな
可能性を模索する。 
第四に、教育政策の現状について社会科学の関連分野の知見をふまえつつ問い直すことを通

して、〈多元的生成モデル〉のうち「生成の次元」における制度変革の契機を発見することを目
指す。 

 



４．研究成果 
(1)中央教育審議会など各種審議会の委員構成・審議過程・答申内容・結果の生かし方を吟味し
たところ、「縮小期」に入って以降、①委員は幅広い学術研究の知見を持つアクターではなく、
とくに経済団体を軸にした団体代表によって構成される傾向が強まっていること、②たしかに
パブリック・コメントのように疑似的な熟議の試みは採り入れられているものの、そもそものア
ジェンダ設定には政治・経済の特定のロジックが映し出されていること、③個別科学としての教
育研究は〈一元的操作モデル〉にもとづく政策決定・実行過程の担い手として利用される傾向が
あること、④エビデンスにもとづく議論がなされている点は評価できるものの、矛盾の中から弁
証法的に新しいあり方を止揚したり、旧来のシステムを揚棄したりするという方向は綺麗に捨
象されていること、⑤総じて、〈多元的生成モデル〉にもとづく教育政策の構築とはなり得てい
ないこと、などが明らかになった。 
 
(2)３つの校種について、本研究で言う「縮小期」後半の学校をめぐる変化を現場の校長・教員
の視点から描き出すことができた。今回の研究プロジェクトでは、コロナ禍の実施という点をふ
まえて極力現場の関係者の方々に負担をおかけしないようにという点を最優先し、Web 方式での
実施を選択した。先行する調査の結果とあわせて「勤務時間の変化」を概括すると図１のように
なる。自由記述の記載を含めて、以下の知見を得た。 
 ①中学校と高校の変化と同様に、多忙化が限界に達している。「12 時間以上」勤務の割合が 21   

年前の約４倍に激増している。小学校での採用倍率が一貫して低下してきたことの背景と 
して読み取れる。 

 ②自由記述からは、さまざまな仕事が課される中で実施された「働き方改革」が時間管理の徹   
底として単純に読み替えられることで、短時間で生産性を高める「コスパ改善」として再解 
釈される傾向がある。分断された教育研究は、「現場に求める仕事」を整理する方向では機
能していない。 

 ③そもそも現場の裁量の幅が狭められ、仕事のライン化が進む中で、専門職としての教職はま  
すます劣化させられている。とりわけ、相互的主体変容のプロセスを作動させない構造を変   
えない限り、より良い変化をもたらすことは困難である。この点について、現場の切実な声
を研究者や行政担当者等は真摯に受け止めるべきである。 

 ④特別支援教育をめぐって、「インクルーシブ教育システム」を軸とする特別支援学級設置急 
増を促す政策傾向の限界を当該学級設置状況と教員意識等との関連性を軸に分析した。 

 

 

     
 
(3)こうした困難な状況下でも、〈多元的生成モデル〉にもとづく教育実践の試みは内発的に継続
実施されてきた。オルタナティブ・スクールやノンフォーマル教育だけではなく、いわゆる一条
校の中でも、「外に開かれた包摂のあり方」が模索されてきた。たとえば、学校づくりで言えば、
「的確な状況分析」「制度の主体的活用」「外部情報の参照」「実践哲学」が内発的学校づくりの
鍵概念として析出された。これらは、〈多元的生成モデル〉にもとづく試みとして展開されると
き有意義で持続可能な取り組みとなる。 



 
(4)考察を深める中で、教育研究が教育政策の閉じた議論に終始することの限界も再認識できた。
「生成の次元」で現実世界を変えていくには、個別科学の境界を超えて対話し、政治的なアクシ
ョンをもたらすアナキックな動きが不可欠であることが浮き彫りになった。国民国家／資本主
義／近代の３つの構造をいかに飼い馴らし、「ゆたかな学び」へと連動させていくかが問われて
いる。次なる課題の明確化が本研究の重要な研究成果のひとつとなった。 
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